
東海再処理施設の安全対策に係る廃止措置計画変更認可申請対応等について 

令和 3年 11 月 18 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

〇令和 3年 11 月 18 日 面談の論点 

 資料 1 工程洗浄の実施について

 資料 2 安全対策以降の廃止措置の進め方について

 資料 3 低放射性廃棄物処理技術開発施設(LWTF)運転に向けた対応状況について

 資料 4 高放射性固体廃棄物貯蔵庫(HASWS)におけるプール水喪失時の線量評価に

ついて 

 その他

以上 
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【資料1】

工程洗浄の実施について 

1.工程洗浄の基本的考え方

東海再処理施設は，再処理運転の再開を予定していた状態で廃止措置に移行したこ

とから，再処理設備本体等の一部の機器に回収可能核燃料物質が残存した状態であり，

廃止措置（除染・解体）を進めるためには，工程洗浄によりこれら回収可能核燃料物

質の取り出しを行う必要がある。このため，長期に亘る東海再処理施設の廃止措置を

計画的に進めるためには，廃止措置の第 1段階に位置する工程洗浄を可能な限り早期

にかつ確実に終わらせることが重要である。 

再処理施設全体の廃止措置を可能な限り早期に完了させるためには，速やかに工程

洗浄に着手し系統除染に移行すべきであったが，リスク低減のために最優先で行うべ

き高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化処理技術開発施設（TVF）の安全対策に

人的資源を集中させる必要があったことから，工程洗浄の実施を延期せざるを得ない

状況であった。しかしながら，本年 9 月 30 日に申請した廃止措置計画変更認可申請

をもって，高放射性廃液貯蔵場（HAW）及びガラス固化処理技術開発施設（TVF）の安

全対策に関する全ての申請を終え，現在それらの工事を計画的に進めているところで

あり，並行して工程洗浄に必要な体制を整えることが可能な状況となっている。 

一方で，最後の再処理運転より 14 年が経過し，再処理設備本体に係る主要な工程

の操作・保守経験を持つ経験者・熟練者の数が年々減少しており，嘱託や再雇用等に

より経験者・熟練者の確保を行うとしても工程洗浄を短期間に，かつ確実に実施する

ための要員数を確保することは今後さらに難しくなることから，可能な限り速やかに

工程洗浄に着手し，計画した期間内に完了する必要がある。 

また，工程洗浄時には，経験者・熟練者から次世代に操作・保守技術等を伝承する

ことも可能となり，今後の除染・解体等長期にわたる廃止措置を安全に完遂するため

にも重要であるとともに，早期に回収可能核燃料物質の取り出しを行い，不要となる

設備・機器に対して隔離措置等を施した上で設備管理を合理化することで，維持管理

に係る資源をその後の廃止措置に集中させることができ，今後の廃止措置を合理的に

進めることも可能となる。 

以上のことから，安全対策以降の再処理施設の廃止措置を着実に進めていくととも

に，可能な限り廃止措置完了までの期間を短縮するために再処理設備本体等の操作・

保守経験を持つ経験者・熟練者の確保が可能な現状において，速やかに工程洗浄に着

手する。 

2. 工程洗浄の概要

2.1 回収可能核燃料物質の量 

再処理設備本体等に残存している回収可能核燃料物質を以下に示す。 

・ せん断機周辺より収集したせん断粉末（ （U，Pu，核分裂生成物等
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の混合）） 

・ プルトニウム溶液の固化安定化後に残った少量のプルトニウム（ ）

・ 再処理運転に用いる試薬等のウラン（ ）

・ その他の核燃料物質（工程内の洗浄液等）

2.2 回収可能核燃料物質の取り出し方法（詳細は別紙 1参照） 

回収可能核燃料物質を再処理設備本体等から取り出す方法について以下に示す

（図-1参照）。 

・ せん断粉末は，核燃料物質量の確定のため濃縮ウラン溶解槽で加熱した硝酸

で溶かし溶液化する。その後，高放射性廃液貯槽に送液し，現有の高放射性

廃液と混ぜてガラス固化体として廃棄する。

・ 少量のプルトニウム溶液は，せん断粉末の溶解液と同じく高放射性廃液貯槽

に送液し，高放射性廃液と合わせてガラス固化体として廃棄する。

・ ウラン溶液は，ウラン脱硝施設（DN）で濃縮・脱硝を行いウラン粉末として，

分離精製工場（MP）のウラン粉末とともに第三ウラン貯蔵所で保管する。

・ その他の核燃料物質（工程内の洗浄液等）は，せん断粉末の溶解液及び低濃

度のプルトニウム溶液の取り出しに合わせて高放射性廃液貯槽に送液する。 

上記の送液後には，送液経路上の機器の送液残液を硝酸又は純水を用いた押し出

し洗浄により，再処理設備本体等から取り出す。 

2.3 工程洗浄終了の判断基準（詳細は別紙 2参照） 

東海再処理施設では，再処理運転の終了を分離施設（分離第二サイクル工程）の

抽出器の核燃料物質の濃度（ウラン濃度 1 g/L 未満，プルトニウム濃度 10 mg/L未満）

で判断している。 

工程洗浄においても，通常の操作として実施してきた硝酸又は純水を用いた押

し出し洗浄により達成可能な上記の濃度を判断基準と定め，回収可能核燃料物質の

送液経路上で適宜分析し，洗浄効果を把握する。 

ただし，予定した期間，押し出し洗浄を行っても，洗浄効果が認められない場合

には，そこで工程洗浄を終了させ，再度，工程洗浄を行うか，系統除染により除染

するかを判断する。 

工程洗浄による回収可能核燃料物質の取り出し前後の核燃料物質量の推定値を

表-1 に示す。 

2.4 工程洗浄の安全性 

（1） 放射性廃棄物の発生量

工程洗浄により環境へ放出される放射性廃棄物は，せん断粉末の溶解に伴う廃

気及び溶解オフガス洗浄廃液，溶解液移送に伴う廃気及び槽類換気系のオフガス

洗浄廃液から発生する。そのうち，放射性気体廃棄物の Kr-85，C-14 及び I-129

については，運転停止中より放出量が増加することから，せん断粉末を一度に溶

解せず少量ずつ溶解し，一度に環境へ放出される量を低減する対応を図る（詳細
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は別途説明）。 

（2） 回収可能核燃料物質の取り扱いに係る安全性

送液操作時に単一誤操作を想定したとしても，回収可能核燃料物質を含む溶液

を取り扱う際に臨界に至るおそれはなく，安全性に問題はない。 

通常と異なる経路で送液する低濃度のプルトニウム溶液については，ウラン溶

液と混合することで蒸気を用いた送液装置による送液時のプルトニウムの沈殿を

防止し，臨界安全を確保する。 

単一故障により回収可能核燃料物質の送液時に漏えい事象が発生した場合に

おいても安全に回収できる設計であり，外部への漏えいはないことから安全性に

問題はない。 

2.5 工程洗浄に向けた準備 

(1) 体制の整備

工程洗浄の実施に必要な要員を確保し，各操作は嘱託職員等の経験者・熟練

者を含めた体制で実施する（図-2参照）。 

(2) 教育訓練

運転停止期間が長期に続いたことから，要員の階層や役割に応じて座学・OJT 

により適切に教育及び訓練を実施する。 

(3) 設備点検

長期間使用していない設備は，高経年化や長期停止により考えられる不具合

を考慮した設備点検及び整備を行う。 

2.6 工程洗浄の実施時期及び期間 

工程洗浄は，設備点検及び要員の教育等を行った上で令和 4年 3月頃に着手する

計画である（表-2 参照）。 

3.その他の考慮すべき事項

3.1 高放射性廃液貯蔵場（HAW）の高放射性廃液貯槽への影響 

工程洗浄により再処理設備本体等から取り出した回収可能核燃料物質を高放射

性廃液貯蔵場（HAW）の高放射性廃液貯槽に送液したとしても事故対処の有効性評

価への影響はない（詳細は別途説明）。 

3.2 ガラス固化体への影響 

工程洗浄により再処理設備本体等から取り出した回収可能核燃料物質を，現有

する高放射性廃液を混合した廃液については，ガラス固化技術開発施設において

ガラス固化処理を行った場合においても，製造したガラス固化体の仕様に影響を

及ぼすことはない（詳細は別途説明）。 

以上
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図-1 工程洗浄によるせん断粉末の溶解液，プルトニウム溶液及びウラン溶液の取り出しの流れ 
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表-1 回収可能核燃料物質を保有している機器及び工程洗浄前後の核燃料物質の保有量

施設 工程名 物質の状態 

保管場所 工程洗浄前 工程洗浄後の推定値※2 

機器名称 機器番号 保有量内訳 保有量※1 保有量内訳 保有量 

分離 

精製工場 

（MP） 

せん断 
使用済燃料 

せん断粉末 
除染保守セル R333 － 

 （推定） 

（推定） 
－ 

 

 

溶解 

清澄・調整 
洗浄液 

洗浄液受槽 242V13 

約 0.6 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 約 2 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 0.35 m3 

未満 

未満 約 1.1 m3 

未満 

未満 溶解槽溶液受槽 243V10 約 1.1 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 0.75 m3 

未満 

未満 パルスフィルタ 243F16/F16A 

分離，精製，

酸回収，溶媒

回収，リワー

ク 

洗浄液 

中間貯槽 255V12 

約 1.4 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 7 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

0 m3

 

 

約 0.75 m3 

未満 

未満 

中間貯槽 261V12 
約 3.0 m3 

未満（推定） 

0 m3

 

プルトニウム 

精製抽出器 
265R20,R21,R22 

約 0.1 m3 

（推定） 

約 0.1 m3 

未満 

濃縮液受槽 273V50 

約 1.9 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 0.6 m3 

 未満 

 未満 

プルトニウム 

溶液受槽 
276V20 

約 0.2 m3 

 

約 0.05 m3 

 

Pu濃縮 洗浄液 希釈槽 266V13 

約 0.35 m3 

 

 

1 m3未満 

 

 

0 m3

 

 

0 m3

 

 

Pu製品 

貯蔵 

プルトニウム

溶液 

プルトニウム 

製品貯槽 
267V10～V16 

約 1 m3 

 

約 1 m3 

 

約 0.05 m3未満 

未満 

約 0.05 m3未満 

未満 

< 6 >



表-1 回収可能核燃料物質を保有している機器及び工程洗浄前後の核燃料物質の保有量 

施設 工程名 物質の状態 

保管場所 工程洗浄前 工程洗浄後の推定値※2 

機器名称 機器番号 保有量内訳 保有量※1 保有量内訳 保有量 

分離 

精製工場 

（MP） 

U溶液濃縮・ 

試薬調整 
ウラン溶液 

中間貯槽 263V10 
約 0.5 m3 

 

約 10 m3 

 

約 0.07 m3 

未満 

約 0.134 m3 

未満 

一時貯槽 263V51～V58 
約 3.9 m3 

 

約 0.06 m3 

未満 

受流槽 201V75 
約 0.3 m3 

 

0 m3 

 

貯槽 201V77～V79 
約 5.3 m3 

 

約 0.004 m3 

未満 

U脱硝 

ウラン粉末 

（貯蔵容器に

収納） 

三酸化ウラン 

循環容器 
FRP-5，6，10 

3本 

 

3本 

 

0本 

 

0本 

 

ウラン 

脱硝施設 

（DN） 

U脱硝 ウラン溶液 UNH貯槽 263V32/V33 
約 8 m3 

 

約 8 m3 

 

約 0.28 m3 

未満 

約 0.28 m3 

未満 

プルトニウム 

転換技術 

開発施設 

（PCDF） 

受入 ウラン溶液 
硝酸ウラニル 

貯槽 
P11V14 

約 0.03 m3 

 

約 1 m3未満 

 

0 m3 

 

0 m3 

 

分析所 

（CB） 
分析 

分析試料等 

※3 

中間貯槽 108V10 

約 0.2 m3 

 

 
約 2 m3 

 

 

約 0.1 m3 

未満 

未満 
約 0.2 m3 

未満 

未満 
中間貯槽 108V11 

約 1.4 m3 

 

 

約 0.1 m3 

未満 

未満 

回収可能核燃料物質の合計  
未満 

未満 
 

未満 

未満 

 
※1 内訳を合算し，大約した値（廃止措置計画変更認可申請書，平成 30年 6月 13日認可）。 

※2 工程洗浄終了の判断基準（ ）に液量を乗じて算出。 
※3 分析標準試料は含まない（分析標準試料 ）。 

< 7 >



 

 

 

 

 

図-2 回収可能核燃料物質の取り出しに係る要員等の体制 

 

 

  

前処理施設課 

（要員 7 名） 

化学処理施設課 

（要員 5 名） 

分析課 

（要員 10名） 

前処理施設課 

（要員 7 名） 

化学処理施設課 

（要員 8 名） 

分析課 

（要員 10名） 

使用済燃料せん断粉末等及びプルトニウム溶液の取り出し ウラン溶液の取り出し 

（日勤体制） （交替勤務体制） 

施設管理部 施設管理部 

溶解処理，HAWまでの液移送，サンプリング，機器洗浄，分析 ウラン濃縮，脱硝，ポット移動 

（日勤体制） 

分析 

< 8 >



表-2  廃止措置計画の認可変更申請及び工程洗浄の実施時期（案） 

 

10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

TVFの運転、PIT、定期事業者検査等の実施時期を踏まえ、適宜見直す。

１.廃止措置計画の認可変更申請
２.保安規定変更申請

３.工程洗浄準備
及び実施期間

令和3年度 令和4年度 令和5年度
項目

（1）せん断粉末

（2）プルトニウム溶液

（3）ウラン溶液、
　　 ウラン粉末

せん断粉末の処理

教育訓練

設備点検

プルトニウム溶液の処理

押出し洗浄（分析試料等の集約を含む）

押出し洗浄

教育訓練

ウラン溶液の処理

押出し洗浄

教育訓練

ウラン粉末のポット移し替え

設備点検

設備点検
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別紙 2 

工程洗浄終了の判断基準等について 
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1. 工程洗浄終了の判断基準の考え方

工程洗浄では，再処理設備本体等に残存する回収可能核燃料物質を，通常の操作で集約

することとし，集約時の押し出し洗浄では，硝酸又は水を用い洗浄効果を確認しながら判

断基準を下回るようにする。工程洗浄終了の判断基準については，通常の再処理運転の終

了の判断基準を基本とする。 

東海再処理施設では，再処理運転の最後に再処理施設本体※1のうち最も重要な機器であ

る分離施設の抽出器を対象に，回収可能な核燃料物質の押し出し洗浄※2（約 14 日間）を

実施し，分離第 1 サイクル工程及び分離第 2 サイクル工程の抽出器内のウラン及びプル

トニウムをそれらの工程の中間貯槽へ集約した状態で再処理運転を停止している。このと

き，分離第 2サイクル工程の抽出器内の洗浄液のウラン濃度が 1 g/L未満（通常運転時約

60 g/L），プルトニウム濃度 10 mg/L未満（通常運転時約 2 g/L）をもって再処理運転の

終了としている。 

工程洗浄では，上記，再処理運転の終了の判断基準（機器内の溶液のウラン濃度 1 g/L

未満及びプルトニウム濃度 10 mg/L未満）を用い，再処理設備本体等に残存している回収

可能核燃料物質の取り出しを行う。工程洗浄の効果の確認は，回収可能核燃料物質の取り

出し経路上で，洗浄効果を確認する機器を定め，適宜，分析結果から核物質濃度変化を確

認することによって，洗浄効果を確認する（表-1 参照）。 

ただし，予定した期間，押し出し洗浄を行っても，洗浄効果が認められない場合には，

そこで工程洗浄を終了させ，再度，工程洗浄を行うか，系統除染により除染するかを判断

する。 

※1せん断処理施設，溶解施設，分離施設，精製施設，脱硝施設，酸及び溶媒の回収施設

※2ウラン溶液を用いたプルトニウム及び核分裂生成物（FP）の押出し洗浄後，硝酸を用いたウラ

ンの押し出し洗浄を行う。

2. 工程洗浄終了の判断基準の合理性

○ 工程洗浄終了の判断基準は，従前の再処理運転終了時の洗浄において実績があり，通常

の操作（硝酸を用いた押し出し，液移送操作）により到達可能である。

○ 工程洗浄終了の判断基準を達成するための回収可能核燃料物質の取り出し期間としては，

せん断粉末で約 2 ヶ月，プルトニウム溶液で約 3 ヶ月，ウラン溶液及びウラン粉末で約

3ヶ月と，短期間で実施可能である。

○ 工程洗浄の結果，工程洗浄前のウラン量 未満及びプルトニウム量

未満に対し，工程洗浄後にはウラン量 未満，プルトニウム量 未満

程度まで低下させることが可能と推測している（表-2参照）。

以上 
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表-1 各機器における洗浄効果の確認ポイント

分類 施設 工程 機器名称 
洗浄効果の 

確認ポイント 
備考 

せん断粉末溶解液

の 

送液経路上の機器 

MP 

せん断 せん断粉末 － 

溶解 

濃縮ウラン溶解槽 

（242R12） 

調整槽 

（251V10） 

洗浄液を調整槽（251V10）に送液し，

そこで洗浄効果を確認する。 

洗浄液受槽 

（242V13） 

清澄 

溶解槽溶液受槽 

（243V10） 

パルスフィルタ給液槽 

（234V14） 

パルスフィルタ 

（243F16/F16A） 

パルス発生槽 

（243V17） 

シールポット

（243V181）

調整 

調整槽 

（251V10） 

調整槽 

（251V10） 

給液槽 

（251V11） 

高放射性廃液中間貯槽 

（252V14） 

洗浄液を高放射性廃液中間貯槽

（252V14）に送液し，そこで洗浄効

果を確認する。 

エアリフト中間貯槽

（251V114）

ダネード給液槽 

（251V118） 

呼水槽 

（251V120） 

分離第 1 

サイクル

分離第１抽出器 

（252R11） 

希釈剤洗浄器 

（252R10） 

高放射性廃液中間貯槽 

（252V14） 

高放射性廃液中間貯槽 

（252V14） 

Pu溶液の 

送液経路上の機器 
MP 

Pu濃縮 

中間貯槽 

（266V12） 

中間貯槽 

（266V12） 

希釈槽 

（266V13） 

中間貯槽 

（266V12） 

洗浄液を中間貯槽（266V12）に送液

し，そこで洗浄効果を確認する。 

プルトニウム溶液 

蒸発缶 

（266E20） 

プルトニウム 

濃縮液受槽 

（266V23） 

洗浄液をプルトニウム濃縮液受槽

（266V23）に送液し，そこで洗浄効果

を確認する。 

プルトニウム 

濃縮液受槽 

（266V23） 

プルトニウム 

濃縮液受槽 

（266V23） 

循環槽 

（266V24） 

循環槽 

（266V24） 

計量槽 

（266V25） 

循環槽 

（266V24） 

洗浄液を循環槽（266V24）に送液し，

そこで洗浄効果を確認する。 

Pu製品貯蔵 

プルトニウム 

製品貯槽 

（267V10～V16） 

計量槽 

（267V102） 

洗浄液を計量槽（267V102）（プルトニ

ウム製品貯槽のサンプリング貯槽）送

液し，そこで洗浄効果を確認する。

計量槽 

（267V102） 

計量槽 

（267V102） 

リワーク

中間貯槽 

（276V12-V15） 

高放射性廃液中間貯槽 

（252V14） 

洗浄液を高放射性廃液中間貯槽

（252V14）に送液し，そこで洗浄効果

を確認する。 

プルトニウム 

溶液受槽 

（276V20） 

受槽 

（276V10） 

分離第 1 

サイクル

希釈剤洗浄器 

（252R10） 

高放射性廃液中間貯槽 

（252V14） 

高放射性廃液中間貯槽 

（252V14） 
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表-1 各機器における洗浄効果の確認ポイント

分類 施設 工程 機器名称 
洗浄効果の 

確認ポイント 
備考 

U溶液（U粉末）の

送液経路上の機器 

MP 

U溶液濃縮 

中間貯槽 

（263V10） 

希釈槽 

（263V18） 

洗浄液を希釈槽（263V18）に送液し，

そこで洗浄効果を確認する。 

ウラン溶液蒸発缶

（第 1段）

（263E11-T12）

濃縮液受槽 

（263V17） 

希釈槽 

（263V18） 

希釈槽 

（263V18） 

ダネード給液槽 

（263V103） 

希釈槽 

（263V18） 

洗浄液を希釈槽（263V18）に送液し，

そこで洗浄効果を確認する。 

呼水槽 

（263V105） 

一時貯槽 

（263V51～V58） 

試薬調整 

貯槽 

（201V77～V79） 受流槽 

（201V75） 

洗浄液を受流槽（201V75）に送液し，

そこで洗浄効果を確認する。 ウラン調整槽

（201V70）

受流槽 

（201V75） 

受流槽 

（201V75） 

U脱硝 

三酸化ウラン 

循環容器 

（FRP-5，6，10） 

－ 

DN U脱硝 

UNH受槽 

（263V30） 

UNH受槽 

（263V31） 

洗浄液を UNH受槽（263V31）に送液し，

そこで，洗浄効果を確認する。 

UNH受槽 

（263V31） 

UNH受槽 

（263V31） 

UNH貯槽 

（263V32） 

UNH貯槽 

（263V32） 

UNH貯槽 

（263V33） 

UNH貯槽 

（263V33） 

UNH供給槽 

（263V34） 

溶解液受槽 

（264V76） 

洗浄液を溶解液受槽（264V76）に送液

し，そこで，洗浄効果を確認する。 

蒸発缶 

（263E35） 

濃縮液受槽 

（264V40） 

溶解液受槽 

（264V76） 

溶解液受槽 

（264V76） 

PCDF 受入 

硝酸ウラニル貯槽 

（P11V13） 

硝酸ウラニル受入貯槽 

（P11V13） 

硝酸ウラニル貯槽 

（P11V14） 

硝酸ウラニル貯槽 

（P11V14） 

その他の 

核燃料物質 

MP 

分離第 2 

サイクル

中間貯槽 

（255V12） 

中間貯槽 

（255V12） 

U精製 
中間貯槽 

（261V12） 

中間貯槽 

（261V12） 

Pu精製 

プルトニウム精製 

抽出器 

（265R20，R21，R22） 

プルトニウム精製 

抽出器 

（265R20，R21，R22） 

酸回収 
濃縮液受槽 

（273V50） 

濃縮液受槽 

（273V50） 

CB 分析 

中間貯槽 

（108V10） 

中間貯槽 

（108V10） 

中間貯槽 

（108V11） 

中間貯槽 

（108V11） 

 略称；MP：分離精製工場，DN：ウラン脱硝施設，PCDF：プルトニウム転換技術開発施設，CB：分析所
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表-2 回収可能核燃料物質を保有している機器及び工程洗浄前後の核燃料物質の保有量

施設 工程名 物質の状態 

保管場所 工程洗浄前 工程洗浄後の推定値※2 

機器名称 機器番号 保有量内訳 保有量※1 保有量内訳 保有量 

分離 

精製工場 

（MP） 

せん断 
使用済燃料 

せん断粉末 
除染保守セル R333 － 

 （推定） 

（推定） 
－ 

 

 

溶解 

清澄・調整 
洗浄液 

洗浄液受槽 242V13 

約 0.6 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 約 2 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 0.35 m3 

未満 

未満 約 1.1 m3 

未満 

未満 溶解槽溶液受槽 243V10 約 1.1 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 0.75 m3 

未満 

未満 パルスフィルタ 243F16/F16A 

分離，精製，

酸回収，溶媒

回収，リワー

ク 

洗浄液 

中間貯槽 255V12 

約 1.4 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 7 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

0 m3

 

 

約 0.75 m3 

未満 

未満 

中間貯槽 261V12 
約 3.0 m3 

未満（推定） 

0 m3

 

プルトニウム 

精製抽出器 
265R20,R21,R22 

約 0.1 m3 

（推定） 

約 0.1 m3 

未満 

濃縮液受槽 273V50 

約 1.9 m3 

未満（推定） 

未満（推定） 

約 0.6 m3 

 未満 

 未満 

プルトニウム 

溶液受槽 
276V20 

約 0.2 m3 

 kgPu 

約 0.05 m3 

 

Pu濃縮 洗浄液 希釈槽 266V13 

約 0.35 m3 

 

 

1 m3未満 

 

 

0 m3

 

 

0 m3

 

 

Pu製品 

貯蔵 

プルトニウム

溶液 

プルトニウム 

製品貯槽 
267V10～V16 

約 1 m3 

 

約 1 m3 

 

約 0.05 m3未満 

未満 

約 0.05 m3未満 

未満 
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表-2 回収可能核燃料物質を保有している機器及び工程洗浄前後の核燃料物質の保有量

施設 工程名 物質の状態 

保管場所 工程洗浄前 工程洗浄後の推定値※2 

機器名称 機器番号 保有量内訳 保有量※1 保有量内訳 保有量 

分離 

精製工場 

（MP） 

U溶液濃縮・ 

試薬調整 
ウラン溶液

中間貯槽 263V10 
約 0.5 m3 

 

約 10 m3 

 

約 0.07 m3 

未満 

約 0.134 m3 

未満 

一時貯槽 263V51～V58 
約 3.9 m3 

 

約 0.06 m3 

未満 

受流槽 201V75 
約 0.3 m3 

 

0 m3

 

貯槽 201V77～V79 
約 5.3 m3 

 

約 0.004 m3 

未満 

U脱硝 

ウラン粉末

（貯蔵容器に

収納） 

三酸化ウラン 

循環容器 
FRP-5，6，10 

3本 

 

3本 

 

0本 

 

0本 

 

ウラン

脱硝施設

（DN）

U脱硝 ウラン溶液 UNH貯槽 263V32/V33 
約 8 m3 

 

約 8 m3 

 

約 0.28 m3 

未満 

約 0.28 m3 

未満 

プルトニウム 

転換技術 

開発施設 

（PCDF） 

受入 ウラン溶液
硝酸ウラニル 

貯槽 
P11V14 

約 0.03 m3 

 

約 1 m3未満 

 

0 m3 

 

0 m3

 

分析所 

（CB） 
分析 

分析試料等 

※3

中間貯槽 108V10 

約 0.2 m3 

 

 
約 2 m3 

 

 

約 0.1 m3 

未満 

未満 
約 0.2 m3 

未満 

未満 
中間貯槽 108V11 

約 1.4 m3 

 

 

約 0.1 m3 

未満 

未満 

回収可能核燃料物質の合計 
未満 

未満 

未満 

未満 

※1 内訳を合算し，大約した値（廃止措置計画変更認可申請書，平成 30年 6月 13日認可）。

※2 工程洗浄終了の判断基準（ ）に液量を乗じて算出。
※3 分析標準試料は含まない（分析標準試料 ）。
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工程洗浄に係る面談スケジュール（案） 

令和 3年 11月 18日 

面談項目 
11月 12月 

～12日 ～19 日 ～26日 ～3日 ～10日 

本文（目的、対象の考え方） ▼9 ▽18

1） 工程洗浄の方針及び具体的な方法について ▽18

2） 工程洗浄終了の判断基準の設定及び確認方法について ▽18

3） 工程洗浄に伴い発生する放射性廃棄物の放出量（9/30説明） ▽24

4） 工程洗浄の安全性 ▽24

5） ガラス固化体への影響 ▽24

6） 長期停止による想定不具合及び点検項目について ▽24

7） 工程洗浄において想定される不具合事象とその対処方法に

ついて
▽24

▽：面談

随時説明
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安全対策以降の廃止措置の進め方について 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年11月18日 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

【概要】 

 新規制基準を踏まえた安全対策について、本年 9 月末をもってひととおりの申請

を完了したことから、安全対策以降の再処理施設の廃止措置を着実に進めるた

め、施設の廃止に向けた各プロジェクトについて、優先順位を整理するとともに

工程の具体化・詳細化を行う。

 安全対策以降の廃止措置については、高放射性廃液のガラス固化処理と新規制基

準を踏まえた安全対策を最優先に進めるとともに、各施設のインベントリや安全

性評価結果等を考慮した優先度に従い工程洗浄等の各種取り組みを進める。

 これらの検討結果を廃止措置計画に反映すべく、廃止措置工程表や当面の工程の

見直しを行う。

【資料２】 
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安全対策以降の廃止措置の進め方について 

令和 3 年 11 月 18 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

１．はじめに 

東海再処理施設の廃止措置については、高放射性廃液によるリスク低減の観点

から、ガラス固化を進めるとともに、高放射性廃液を取り扱う高放射性廃液貯蔵場

（HAW）及びガラス固化技術開発施設（TVF）の新規制基準を踏まえた安全対策を

最優先で進めてきた。これらの施設に係る安全対策については、本年 9 月末をもっ

てひととおりの申請を完了し、安全対策については、工事の実施段階に移行した。 

また、HAW、TVF 以外のその他施設についても、地震、津波等に対する評価等を

行い、必要な対策を講じているところであり、安全対策に係る一連の取り組みは目

途が立った状況と認識している。 

安全対策以降、再処理施設の廃止措置を着実に進めるため、施設の廃止に向

けた各プロジェクトについて、優先順位を整理するとともに工程の具体化・詳細化を

行うこととした。 

２．安全対策以降の取り組みの進め方 

   安全対策以降の廃止措置に係る取り組みは、既に整理した各施設のインベント

リと安全性評価を再整理した結果（別紙１）を踏まえ、リスク低減の観点及び廃止

措置を着実に進める観点から優先度を検討し以下の方針に従って進める。 

リスク低減の観点においては、各施設に保管されている液体廃棄物のうち、別紙

１に示すとおり、高放射性廃液のインベントリが最も大きいことから、高放射性廃液

の保有に伴うリスクの低減を最優先課題と位置づけ、引き続き、高放射性廃液の

ガラス固化処理、高放射性廃液を保有する施設の新規制基準対応を最優先に進

める。 

また高放射性廃液よりリスクは低いものの、工程内に残存している核燃料物質

等によるリスクを低減する観点及び廃止措置を着実に進める観点から、工程洗浄

を速やかに実施するとともに、使用済燃料の搬出に向けた取り組みを計画的に進

める。 

高放射性廃液以外の放射性廃棄物を貯蔵する施設については、高放射性廃液

に比べインベントリは少なく、また外部事象に対する健全性評価により安全性を確

保できることを確認したことから、HASWS の貯蔵状態改善及び LWTF におけるセメ

ント固化については、更なるリスク低減に向けた固化・安定化のための施設整備に

係るリードタイム等も考慮し計画的に取り組みを進める。 

このほか、本格的な廃止措置へ移行するため、施設内で貯蔵している MOX 粉末
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等の払出しのほか、系統除染や機器解体に向けた取組を着実に進める。 

３．各プロジェクトの進め方 

（１）新規制基準を踏まえた安全対策

安全対策工事については、HAW･TVF の地震･津波対策工事を優先し進めてい

るところであるが、現状における工事の進捗や作業の取り合い、エリア干渉等を

考慮し工事工程を見直す。この結果、HAW 施設周辺地盤改良工事、事故対処設

備配備場所地盤補強工事等、一部工事の完了時期は令和 5 年度末となる。また、

HAW・TVF 以外の施設(LWTF 除く)の安全対策について令和 5 年度末完了を明

記する。 

（２）高放射性廃液のガラス固化

ガラス固化処理を着実に進めるとともに、溶融炉更新等ガラス固化処理の継

続に必要な対応を行う。なお、ガラス固化処理計画については、今回の運転結果

等を踏まえ、今後見直しを検討する。 

（３）工程洗浄

工程洗浄は、工程内に残存している核燃料物質等によるリスクを早期に低減

すべく、新規制基準を踏まえた安全対策、高放射性廃液のガラス固化に次ぐ優

先順位で取り組むこととし、今回の申請において、工程洗浄の詳細な方法を定め、

令和 3 年度末～令和 5 年度にかけて実施する計画とする。 

（４）LWTF の運転開始に向けた取組み

LWTF については、建家耐震補強や新規制基準を踏まえた津波対策工事を実

施する必要があること及び硝酸根分解設備について実証プラント規模試験の実

施の必要性が明らかになったことから、これらの取り組みに必要な期間を考慮す

る。また、低放射性固体廃棄物満杯予想時期を踏まえ、固体系の運転を令和 10

年度までに開始する計画とする。液体系の運転開始については、低放射性廃液

満杯時期を踏まえるとともに、工事費用増加防止の観点から、管理区域設定前

に液体系設備の設置工事を完了させることができる令和 11 年度より運転を開始

する計画とする。 

また、LWTF のセメント固化設備では、廃溶媒処理で発生するリン酸廃液のセ

メント固化を実施するため、LWTF の処理運転開始時期に合わせ、廃溶媒処理技

術開発施設（ST）において、廃溶媒処理を開始する計画とする。 
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（５）HASWS の貯蔵状態の改善

HASWS の貯蔵状態の改善については、高放射性固体廃棄物の取出しが完了

するまでの安全対策としてプール水の漏えいに対する対策、火災対策を進めると

ともに、安定かつ確実な貯蔵状態に向け、貯蔵庫内に不規則な状態で貯蔵して

いる各廃棄物を取り出すための装置開発、取出し建家の建設に向けた検討を進

めてきた。 

今般、HAW、TVF 以外のその他施設の健全性評価の結果として、HASWS の地

震、津波等に対する安全性が確認できたことから、当面は現在の監視を継続し

つつ、ハル缶等の取出しに係る検討を進める。廃棄物の取り出しについては、従

来計画していた大規模な遠隔取出し装置に比べ合理的な水中 ROV 等を用いる

手法の適用性検討及び機能確認等、取出し装置の開発及び装置の製作を中心

に進め、その後、取り出し建家、貯蔵建家の設計・整備を進める計画とする。 

（６）使用済燃料の搬出

貯蔵プールに貯蔵している使用済燃料については、燃料カスククレーンの整備、

輸送容器の製作・検査等、輸送・搬出環境の整備を進め、令和 8 年度完了を目

途に施設外へ搬出する予定であることから、搬出時期の明確化を図った。 

（７）核燃料物質等の保管・貯蔵、その他

ウラン・プルトニウム混合酸化物（MOX）粉末については、令和 10 年度搬出完

了を目途にプルトニウム燃料技術開発センターへ搬出する計画とする。また、施

設内で貯蔵している低レベル放射性廃棄物については、当面の貯蔵の安全を確

保するとともに、処分に向けて、放射性廃棄物の廃棄体化処理に必要な技術的

検討を実施する計画とする。 

（８）施設の廃止（系統除染、機器解体）

系統除染を実施するにあたり、除染方法に関する調査・技術的検討を進め、最

終的に、工程洗浄後、設備・機器内の汚染状況調査を実施し、その結果を反映し、

設備・機器毎に適切な除染方法を確定させる（系統除染準備）。系統除染に係る

計画策定後、廃止措置計画の変更申請を行ったうえで、準備の整った施設から

順次、系統除染に着手する計画とする。また、設備・機器等の解体にあたっては、

系統除染の結果、機器解体に必要な要素技術（解体廃棄物の除染技術、残存放

射能評価技術等）の開発・整備状況等を踏まえて、計画の具体化を進める。 

４．廃止措置計画への反映について 

３．で検討した各プロジェクトの計画は、以下の考え方に基づいて整理し、廃止措置
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計画に反映することを考えている。 

（１） 廃止措置工程表（表 10-1）及び当面の工程（表 10-2）について、最新の情報を踏

まえ記載内容を更新するとともに、各プロジェクトの工程の具体化・詳細化を図る。

（２） 現廃止措置計画に示す当面の工程（表 10-2）では、施設別に令和 7 年度までの

当面 10 年程度の工程を示してきたが、中長期的な取り組みをカバーする観点か

ら、令和 17 年度まで対象期間を拡張するとともに、優先度の高いガラス固化処

理、新規制基準を踏まえた安全対策、低放射性廃棄物処理技術開発施設

（LWTF）、高放射性固体廃棄物貯蔵庫（HASWS）等に係る取り組みをプロジェクト

毎に整理し、重要な取り組みの進捗状況が理解しやすい記載とする。

廃棄物の貯蔵や処理を行う施設、その他分析所等の施設については、当面の

間、現状の運用を継続することから、当面の工程の記載対象外とした。 

（３） 工程洗浄については、新規制基準を踏まえた安全対策、高放射性廃液のガラス

固化に次ぐ優先順位で取り組むことを記載する。

（４） HAW、TVF 以外のその他施設については、健全性評価の結果、必要な安全対策

を講じることにより安全性を確保できる見通しが得られたが、HASWS の貯蔵状態

改善及び LWTF におけるセメント固化については、廃止措置を着実に進めるうえ

で重要な取り組みであることを踏まえ、優先的に進めることを記載する。

（５） LWTF の運転開始時期の変更に合わせ、低放射性濃縮廃液の貯蔵量の推移グ

ラフ（図 13-1)を更新する。

以上 
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別紙 1 

各施設のインベントリと安全性評価結果について 

安全対策以降の取り組みの優先度の検討のため，各施設のインベントリ，性状及び安全性評

価結果を整理した（表 1）。 

主要なものは今後の対応で以下のように分類され，必要な安全対策を実施することにより，当

面の安全性は確保されることを確認している。 

・既存施設で安定化が可能なもの

①HAW・TVF の高放射性廃液（1018 Bq オーダー）

安全対策の実施，ガラス固化

②MP の未濃縮液・希釈廃液（1016 Bq オーダー）

高放射性廃液の希釈のため，適宜 HAW へ移送し，高放射性廃液と併せガラス固化

③MP の洗浄液（1013 Bq オーダー），せん断粉末

工程洗浄時に HAW へ移送し，高放射性廃液と併せガラス固化

④CB の分析廃液（1012 Bq オーダー）

工程洗浄時に MP 経由で HAW へ移送し，高放射性廃液と併せガラス固化

⑤MP，PCDF，DN のウラン溶液

工程洗浄時に DN で粉末化

⑥WS，LW，ST の廃溶媒（1010 Bq オーダー）

処理に伴うリン酸廃液の貯蔵のため，LWTF 処理開始時に ST でプラスチック固化

・LWTF，将来施設で安定化を計画しているもの

①AAF 等の低放射性濃縮廃液（1014 Bq オーダー），LWSF のリン酸廃液（1011 Bq オーダー）

廃溶媒の安定化や ST・WS の廃止措置を考慮し，リン酸廃液を優先して LWTF でセメント

固化

②HASWS・2HASWS の高放射性固体廃棄物（1015 Bq（プール水は 1014 Bq）オーダー）

HASWS の貯蔵状態改善に向けた取組み，廃棄体化に向けた検討を継続

③低放射性固体廃棄物，スラッジ等

安全対策の実施，廃棄体化に向けた検討を継続

・廃止措置を進めるため施設外への搬出を行うもの

①MP の使用済燃料

施設外への搬出に向けた調整等を継続

②UO3～3UO3 のウラン粉末，PCDF の MOX 粉末

安全対策の実施，施設外への搬出に向けた調整等を継続

以上 
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【施設略称】 

HAW：高放射性廃液貯蔵場 

TVF：ガラス固化技術開発施設 

MP：分離精製工場 

CB：分析所 

PCDF：プルトニウム転換技術開発施設 

DN：ウラン脱硝施設 

WS：廃溶媒貯蔵場 

LW：スラッジ貯蔵場 

LWTF：低放射性廃棄物処理技術開発施設 

ST：廃溶媒処理技術開発施設 

AAF：廃棄物処理場 

LWSF：低放射性濃縮廃液貯蔵施設 

HASWS：高放射性固体廃棄物貯蔵庫 

2HASWS：第二高放射性固体廃棄物貯蔵施設 

UO3：ウラン貯蔵所 

2UO3：第二ウラン貯蔵所 

3UO3：第三ウラン貯蔵所 
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地震・津波 ⻯巻 ⽕⼭ 外部⽕災

⾼放射性廃液貯蔵
場
（HAW）

⾼放射性の液体廃棄
物の貯蔵

廃液（貯槽）
B1F 約328.8 m3 追⽽

FP
(Cs-137等)

廃液（貯槽）
B2F

HAWに返送済
（運転時：
約14 m3)

HAWに返送済
（運転時：
〜1017 Bq）

FP
(Cs-137等)

ガラス固化体
（保管ピット6段

積）
B2F〜B1F

329本 追⽽
FP

(Cs-137等)

保管容器に保管
B2F

6基 −
FP

（I-129）

低濃縮ウラン
燃料

112体

FP
(Cs-137等)

Pu
U

MOX燃料 153体  

FP
(Cs-137等)

Pu
U

せん断粉末
粉末（容器）

3FのT.P.+14.5 m
以上に保管

−

FP
(Cs-137等)

Pu
U

○

溶液
（貯蔵プール） 約4,200 m3 〜1010 Bq

FP
(Cs-137等)

Co

対策予定
（屋根の除
灰）

溶液（貯槽等）
B1F，1F 約2 m3

約 1×1013 Bq

FP
(Cs-137等)

Pu
U

溶液（貯槽等）
B1F，1F，2F 約10 m3

FP
(Cs-137等)

Pu
U

溶液（貯槽）
1F 1 m3未満

Pu
U

溶液（貯槽）
B1F 約1 m3 Pu

溶液（貯槽）
B1F，1F 約4 m3 U

粉末（FRP容器）
3F（T.P.+13.5 m)

UO3
対策予定

（容器の移
動）

溶液（貯槽）
5F(T.P.+20.6 m)，

6F
約6 m3 U

対策予定
（溶液の移

送）

対策予定
（屋根の除
灰，移送）

未濃縮液（貯槽）
B1F 約26 ｍ3 約2.9×1016 Bq

FP
(Cs-137等)

希釈廃液（貯槽）
B1F 約24 ｍ3 約4.9×1016 Bq

FP
(Cs-137等)

保管容器に保管
4F（T.P.+16.44

m）
29基 −

FP
（I-129）

対策予定
（補修・養

⽣）

溶液・固体（容器）
1F −

分析試料
標準物質

U

溶液・固体（容器）
1F −

分析試料
標準物質

Pu

溶液（貯槽）
B1F 約6m3 約3.6×1012 Bq

FP
(Cs-137等)

○ ○

○

対策予定
（容器の移
動，容器の
GBへの締

結による流
出防⽌）

○

○

対策予定
（容器の移
動，補修・

養⽣）

燃料集合体
（貯蔵プール）

B1F

プール⽔

洗浄液
(溶解・清澄・調整⼯程)

⾼放射性廃液

ヨウ素フィルタ
（AgX）

外部事象についての評価結果
（○：建家外への放射性物質の有意な流出なし）

○

○○

○

対策予定
（屋根の除

灰）

○

施設 施設の使⽤⽬的 性状・貯蔵/保管状況等 放射能量等

ガラス固化技術開
発施設
（TVF）

⾼放射性の液体廃棄
物の固化処理、固化
体の保管

表1 各施設における放射性物質の貯蔵・保管の状況，外部事象についての評価結果（HAW・TVFは令和3年10⽉末，その他は令和2年6⽉末時点の値）

⾼放射性廃液

⾼放射性廃液

ヨウ素フィルタ
（AgX）

新規制基準を踏まえた評価・対策を実施

ガラス固化体

分析所
（CB)

各⼯程の試料の分
析，放射線管理

分析試料・標準物質（U）

分析試料・標準物質（Pu）

分析廃液

洗浄液
(抽出⼯程等)

洗浄液
（Pu 濃縮⼯程）

Pu溶液
（Pu製品貯蔵⼯程）

U溶液
（U溶液濃縮⼯程）

三酸化ウラン粉末
（U脱硝⼯程）

U溶液（試薬調整⼯程）

分離精製⼯場
（MP)

使⽤済燃料の貯蔵，
⾼放射性の廃液の貯
蔵等

使⽤済
燃料
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地震・津波 ⻯巻 ⽕⼭ 外部⽕災

外部事象についての評価結果
（○：建家外への放射性物質の有意な流出なし）施設 施設の使⽤⽬的 性状・貯蔵/保管状況等 放射能量等

廃液（貯槽）
B2F〜B1F 約581 m3 〜1014 Bq

C-14
FP

（I-129，
Cs-137等）

○

廃液（貯槽, ライ
ニング貯槽, 蒸発

⽸）
B2F〜1F

約393 m3 〜1012 Bq

C-14
FP

（I-129，
Cs-137等）

○

廃液（貯槽）
B2F 約19 m3 〜109 Bq

FP
(Cs-137等)

○

カートンボック
ス，プラスチック
製容器，ビニル

袋，ドラム⽸及び
コンテナ
1F，2F

約13ｔ 〜109 Bq
FP

(Cs-137等)

対策済
（ネット等
による流出

防⽌）

対策予定
（ネットに
よる⾶散防

⽌）

対策予定
（屋根の除
灰）

保管容器に保管
1F

30基 −
FP

（I-129）

対策済
（容器の連
結・固定に
よる流出防

⽌）

対策予定
（補修・養

⽣）

保管容器に保管
1F

3基 −
FP

（I-129）

対策済
（容器の移

動）

−
（津波対策
で移動済）

クリプトン回収技
術開発施設
（Kr)

クリプトンガスの貯
蔵

気体（シリンダ）
B1F

4本 9.0×1014 Bq Kr ○ ○ ○ ○

ハル⽸等
（セル） 約576.8 m3 FP

(Cs-137等)
分析廃棄物⽤容器

（セル） 約278.1 m3 FP
(Cs-137等)

溶液
（貯槽）

B1F
約27 L U

貯蔵容器
（貯蔵ホール）

B1F
47基

Pu
U

ポリビン等
（保管庫）

1F
103個

Pu
U

対策済
（保管庫の
強化・扉の
固定による
流出防⽌)

ポリビン等
（GB）

1F
30個

Pu
U

対策済
（容器の
GBへの締

結固縛によ
る流出防

⽌）
貯蔵容器

（貯蔵ホール）
B1F

2基
Pu
U

○

第⼆⾼放射性固体
廃棄物貯蔵施設
（2HASWS)

⾼放射性の固体廃棄
物の貯蔵

ドラム容器
（貯蔵ラック10段

積）
B2F〜B1F

約1458本
〜1015 Bq

(プール⽔は
〜1013 Bq）

FP
(Cs-137等)

○ ○ ○ ○

アスファルト固化
処理施設
（ASP)

低放射性の液体廃棄
物の貯蔵

廃液（貯槽）
B2F 約93 m3 〜1013 Bq

FP
(Cs-137等)

○ ○ ○ ○

13,754本

C-14
FP

（I-129，
Cs-137等）

828本
FP

(Cs-137等)

○ ○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

〜1015 Bq
(プール⽔は
〜1014Bq）分析廃ジャグ等

廃棄物処理場
（AAF)

低放射性の液体廃棄
物の処理及び低放射
性の固体廃棄物の処
理

低放射性濃縮廃液

低放射性廃液

廃溶媒

低放射性固体廃棄物

ヨウ素フィルタ
（AgX）

ヨウ素フィルタ
（活性炭）

プルトニウム転換
技術開発施設
（PCDF)

MOX粉末の貯蔵

U溶液

MOX粉末

凝集沈殿焙焼体

中和沈殿焙焼体

中和沈殿焙焼体

クリプトンガス

⾼放射性固体廃棄
物貯蔵庫
（HASWS)

⾼放射性の固体廃棄
物の貯蔵

雑固体廃棄物，
ハルエンドピース等

ドラム⽸
（4本/フレーム

収納6段積）
B1F〜1F

〜1014 Bq

プラスチック固化体

雑固体廃棄物，
ハルエンドピース等

低放射性濃縮廃液

アスファルト固化
体貯蔵施設
（AS1)

アスファルト固化体
等の貯蔵

アスファルト固化体
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地震・津波 ⻯巻 ⽕⼭ 外部⽕災

外部事象についての評価結果
（○：建家外への放射性物質の有意な流出なし）施設 施設の使⽤⽬的 性状・貯蔵/保管状況等 放射能量等

廃液（貯槽）
1F 約34 m3 〜1010 Bq

FP
(Cs-137等)

対策予定
（セルへの
海⽔の流⼊
量低減等）

廃液（貯槽）
1F 約285 m3 〜108 Bq

FP
(Cs-137等)

○

廃液
（ライニング貯

槽）
B2F〜B1F

約849 m3 〜1012 Bq
FP

(Cs-137等)

廃液
（貯槽, 蒸発⽸）

B2F, 1F〜3F
約371 m3 〜109 Bq

FP
(Cs-137等)

廃液
（ライニング貯

槽）
B2F〜B1F

約561 m3 〜1012 Bq
FP

(137Cs等)

廃液
（ライニング貯

槽）
B2F〜B1F

約874 m3 〜109 Bq
FP

(137Cs等)

第⼆低放射性廃液
蒸発処理施設
（E)

低放射性の液体廃棄
物の処理

廃液（蒸発⽸）
B1F~3F 約5 m3 〜105 Bq

FP
(Cs-137等)

○ ○ ○ ○

廃溶媒貯蔵場
（WS)

廃溶媒の貯蔵
廃液（貯槽）

B1F 約55 m3 〜1010 Bq
FP

(Cs-137等)
○ ○ ○ ○

廃液（貯槽）
B1F 約788 m3 〜1010 Bq H-3

廃液（貯槽）
B1F 約3 m3 〜105 Bq

FP
(Cs-137等)

廃液（貯槽）
B1F 約88 m3 〜1010 Bq

FP
(Cs-137等)

16,213本

C-14
FP

（I-129，
Cs-137等）

984本
FP

(Cs-137等)

19本
FP

(Cs-137等)

ウラン脱硝施設
（DN)

ウランの脱硝
溶液（貯槽）

B1F 約8.1 m3  tU U ○ ○ ○ ○

廃液
（貯槽・ライニン

グ貯槽）
B2F〜B1F

約1,054 m3 〜1013 Bq

C-14
FP

（I-129，
Cs-137等）

廃液（貯槽）
B2F〜B1F 約16 m3 〜1011 Bq

FP
(Cs-137等)

廃溶媒処理技術開
発施設
（ST)

廃溶媒，廃希釈剤の
処理

廃液（貯槽）
B2F 約6 m3 〜109 Bq

FP
(Cs-137等)

○ ○ ○ ○

ウラン貯蔵所
（UO3)

ウラン製品の貯蔵
三酸化ウラン容器
（バードケージ）

1F
238本  UO3

対策済
（容器の連
結・固定に
よる流出防

⽌）

対策予定
（検討中）

対策予定
（屋根の除

灰）
○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

○

対策予定
（近傍の低
放射性廃棄
物処理技術
開発施設タ
ンクへの対

策）

○

○

○

○

対策予定
（近傍の廃
棄物処理場
屋外タンク
への対策）

○

○

○

○

○

スラッジ貯蔵場
（LW)

スラッジ等の貯蔵
廃溶媒

スラッジ

第三低放射性廃液
蒸発処理施設
（Z)

低放射性の液体廃棄
物の処理

低放射性濃縮廃液

低放射性廃液

第⼆スラッジ貯蔵
場
（LW2)

スラッジ等の貯蔵

低放射性濃縮廃液

スラッジ

第⼆アスファルト
固化体貯蔵施設
（AS2）

アスファルト固化体
等の貯蔵

アスファルト固化体

ドラム⽸
（4本/パレット

収納3段積）
B1F〜2F

〜1014 Bq
プラスチック固化体

雑固体廃棄物

低放射性廃液
（運転時）

廃溶媒

放出廃液油分除去
施設
（C)

低放射性の液体廃棄
物の処理及び放出

低放射性廃液

スラッジ

廃活性炭

U溶液

低放射性濃縮廃液
貯蔵施設
（LWSF)

低放射性の廃液など
の貯蔵

低放射性濃縮廃液

リン酸廃液

廃溶媒

ウラン製品
（三酸化ウラン粉末）
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地震・津波 ⻯巻 ⽕⼭ 外部⽕災

外部事象についての評価結果
（○：建家外への放射性物質の有意な流出なし）施設 施設の使⽤⽬的 性状・貯蔵/保管状況等 放射能量等

カートンボック
ス，プラスチック
製容器及びビニル

袋
B1F〜3F

約740 kg 〜107 Bq

対策済
（ネット等
による流出

防⽌）

対策予定
（ネットに
よる⾶散防

⽌）

ドラム⽸
B1F

約690 ㎏ 〜109 Bq

対策済
（ドラムの
結束による
転倒防⽌）

貯槽内
B1F

約200 L 〜108 Bq

貯槽内
3F

約150 ㎏ 〜108 Bq

第⼆低放射性固体
廃棄物貯蔵場
（2LASWS)

低放射性の固体廃棄
物の貯蔵

ドラム⽸
（4本/パレット

収納3段積）
コンテナ
（3段積）
B1F〜2F

約11,615本 〜1012 Bq

FP
(Cs-137等)

Pu
U

対策済
（ワイヤー
ネット等に
よる流出防

⽌）

対策予定
（補修・養

⽣）

対策予定
（屋根の除

灰）
○

第⼆ウラン貯蔵所
（2UO3)

ウラン製品の貯蔵
三酸化ウラン容器
（バードケージ）

1F
1,828本  UO3

対策済
（ラッシン
グベルト等
による落

下・流出防
⽌）

○
対策予定

（屋根の除
灰）

○

第⼀低放射性固体
廃棄物貯蔵場
（1LASWS)

低放射性の固体廃棄
物の貯蔵

ドラム⽸
（4本/パレット

収納3段積）
コンテナ
（3段積）
B1F〜5F

約33,323本 〜1013 Bq

FP
(Cs-137等)

Pu
U

対策済
（ワイヤー
ネット等に
よる流出防

⽌）

対策予定
（補修・養

⽣）

対策予定
（屋根の除

灰）
○

第三ウラン貯蔵所
（3UO3)

ウラン製品の貯蔵

三酸化ウラン容器
（コンクリート

ピット）
1F

585本  UO3 ○ ○ ○ ○

○

○

○

対策予定
（近傍の廃
棄物処理場
屋外タン

ク，低放射
性廃棄物処
理技術開発
施設タンク
への対策）

焼却施設
（IF)

低放射性の可燃性固
体廃棄物等の焼却処
理

低放射性固体廃棄物
（可燃）

雑固体廃棄物

ウラン製品
（三酸化ウラン粉末）

FP
(Cs-137等)

焼却灰

希釈剤
（回収ドデカン）

廃活性炭

雑固体廃棄物

ウラン製品
（三酸化ウラン粉末）
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低放射性廃棄物処理技術開発施設（LWTF）運転に向けた対応状況について 

 

令和 3 年 11 月 18 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

 

１．はじめに 

低放射性廃棄物処理技術開発施設（LWTF）は、硝酸根分解設備及びセメント固化

設備を設置するプロセスの変更、焼却設備の改良工事、安全対策を実施したうえで

処理運転を行う計画であり、現在、硝酸根分解設備の実証プラント規模試験に係る

計画及び準備、津波対策及びそれ以外の安全対策を含めた基本方針の検討を進め

ているところである。 

 以下に、LWTF 運転に向けた対応スケジュール及び現在の対応状況を報告する。 

 

２．ＬＷＴＦ運転に向けた対応スケジュール（添付-1 参照） 

（1） 硝酸根分解設備の設置 

  令和 3 年度は、実証プラント規模試験装置の製作/設置工事に必要な系統

設計、レイアウト設計、計装/電気設計を実施する。また並行して、試験要領

や試験スケジュール等をまとめた試験計画書の検討を進める。 

  令和 4 年度は、試験装置を製作し、実規模開発試験室への設置工事を行

い、令和 5 年度からは、試験装置を用いた運転員の操作訓練の後、模擬廃

液を用いた本試験を行う。 

  実証プラント規模試験実施後は、試験結果を施工設計に反映し、廃止措置

計画の変更申請を経て、製作、現地工事、コールド/ホット試運転の後、運転

を開始する。 

  また、実証プラント規模試験に加え、安定運転に向けてデータを充足させる

ために令和 3 年度にビーカー試験、令和 4 年度から令和 5 年度にかけて、

工学規模試験を実施する。 

 

（2） セメント固化設備の設置 

  セメント固化設備は、硝酸根分解設備に関連する設備であることから、同時

期に廃止措置計画の変更申請を行い、その後、製作、現地工事、コールド/ホ

ット試運転を経て、運転を開始する。 

  施工設計開始までに、安定運転に向けてデータを充足できるよう令和 3 年

度にビーカー試験を行い、令和 4 年度に工学規模試験を実施する。 

 

（3） 焼却設備の改良工事 

焼却設備においては腐食機器更新の改良工事を計画しており、改良工事は、

令和 4 年度から施工設計に着手する。 

< 67 >

小林 師
タイプライターテキスト
【資料３】



 

（4） 安全対策 

津波対策及びそれ以外の竜巻、火山、外部火災等の安全対策については、

今年度中に基本方針を定め、それに沿って、必要な設計、製作、工事を進める。 

 

３．現在の対応状況 

 （1） 実証プラント規模試験 

① 試験装置の設計（添付-2 参照） 

試験装置の設計については、10 月より設計を開始し、系統設計として試験

装置全体の機器構成図の作成、3D モデルによる試験装置のレイアウト設計

を進めており、今後、計装/電気設計を含め今年度中に終了できる見込みで

ある。 

 

② 試験計画書の作成 

これまで、試験項目を抽出（撹拌による均一性、槽内液温度の制御性等）し、

概略の試験要領及び試験スケジュールを整理したところである。今後、これら

を詳細化するとともに、試験項目の網羅性や試験条件の妥当性を確認し今年

度中に試験計画書を定める。 

 

 （2） ビーカー試験 

① 硝酸根分解設備に係る試験 

安定運転に向け触媒の作用を低減させる可能性がある廃液中の TBP や

DBP 等の不純物濃度の変動幅を更に拡大した場合の影響について、ビーカ

ー試験を行い、充足すべきデータを取得していく。現在、試験準備として、試験

に用いる資機材の準備を進めており、12 月から試験に着手する。 

 

② セメント固化設備に係る試験 

安定運転に向けセメントの硬化反応に影響を与える可能性がある廃液中の

TBP や DBP 等の不純物濃度の変動幅を更に拡大した場合の影響について、

ビーカー試験を行い、充足すべきデータを取得していく。ビーカー試験につい

ては、11 月から着手している。 

 

 （3） 安全対策 

  設計津波に対しては、遡上解析の結果、津波高さ TP+約 11.4m（EL+約

5.3m）と想定されることから、LWTF の地下階から地上１階までが浸水域とな

る。このため、津波影響評価として実施したプラントウォークダウンによる海

水の流入ルート調査の結果を踏まえ、有意に放射性物質を建家外に流出さ

せないことを基本とした、ダクト開口部の止水対策の検討、普通扉から止水
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扉への改造検討、配管等貫通口の止水対策の検討等を進めている。 

  津波以外の安全対策については、竜巻、火山、外部火災対策について、分

離精製工場等の施設と同様の方法で概略の影響評価を終え、現在は、安全

対策の網羅性についての確認に着手したところであり、これを踏まえ、基本

方針の検討を進める。 

 

４．LWTF の実証プラント規模試験関連及び安全対策に係る対応体制（添付-3 参照） 

環境保全部 処理第 2 課を実施部署とし、硝酸根分解設備の実証プラント規模試

験に係る対応等を主体的に進めており、実証プラント規模試験装置の設計・製作、津

波対策の検討等についてはメーカーから協力を得ている。 

また、LWTF プロジェクトを進めるに当たっては、計画・進捗管理、予算・契約管理

のプロジェクト管理を行う廃止措置推進室と連携して進めている。 

 

以 上 
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項目 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度以降

プ
ロ
セ
ス
の
変
更

硝酸根分解
設備の設置

セメント固化
設備の設置

焼却設備の
改良工事

安
全
対
策

津波

津波以外の
安全対策

低放射性廃棄物処理技術開発施設(LWTF)運転に向けた対応スケジュール

試験装置の設計（外注）

装置製作/設置工事
（外注）

試験装置
基本仕様の検討

◇変更申請

試験

※左記に加え、適宜
進捗状況を報告する

凡例
▽ ：規制庁面談
◇ ：廃止措置計画変更申請

※公開会合の実施時期/内容は、
進捗状況に合わせ適宜報告

添付-1

工学規模試験（外注）

施工設計

コールド/ホット
試運転

製作/工事
処理運転

施工設計

コールド/ホット
試運転

製作/工事
処理運転

津波影響評価

基本方針に沿って安全対策を進める基本方針の検討

基本方針▽

津波対策の検討（外注）
施工設計詳細設計

製作/工事

竜巻、火山、外部火災影響評価

ビーカー試験

施工設計

コールド/ホット
試運転

製作/工事
処理運転

ビーカー試験（外注）

工学規模試験

・系統設計
・レイアウト設計
・計装/電気設計 ・機器製作

・設置工事
・作動確認
・試験場所の整備

・撹拌による均一性
・槽内液温度の制御性
・最適条件下における処理性能
・触媒分離用フィルタを用いた処理性能

触媒作用を低減させる
不純物の影響確認

セメント固化に影響を与える
不純物の影響確認

・止水対策の検討
・止水扉への改造検討

試験計画▽ 試験結果/検証▽

試験結果/検証▽

▽津波対策概要

実証プラント
規模試験

ビーカー試験
/工学規模試験

ビーカー試験
/工学規模試験

試験計画書の作成

・試験要領
・試験スケジュール

安全対策の網羅性の確認

◇変更申請

◇変更申請

◇変更申請

触媒製作（外注）
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実証プラント規模試験装置の設計に係る進捗状況について 

 

 試験装置の設計については、10 月より設計を開始し、JAEA が定めた基本仕様（図

-1）に基づき、試験装置全体を 3D モデル化し試験装置のレイアウト設計（図-2）を進

めている。 

 

 

図-1 実証プラント規模試験装置の基本仕様 

 

 

図-2 実証プラント規模試験装置 レイアウト（3D モデルスナップショット） 

廃液受槽 廃液調整槽 

ヒドラジン供給ポット 

オフガス凝縮器 

分解槽 

廃触媒フィルタ 

分析ポット 

添付-2 

【検討中】 
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LWTFの実証プラント規模試験関連及び安全対策に係る対応体制

環境保全部長

メーカー

一部発注
（設計、製作等）

添付-3

(1) 実証プラント規模試験（硝酸根分解設備）
 試験計画書の作成
 試験装置の基本仕様の設定
 試験実施場所の整備
 試験の実施

(2) ビーカー試験（硝酸根分解設備/セメント固化設備）
 硝酸根分解試験の条件設定
 セメント固化試験の実施

(3)安全対策
 基本方針の策定
 津波影響評価の実施
 津波対策の具体的実施内容の決定
 竜巻、火山、外部火災評価の実施

(1)実証プラント規模試験（硝酸根分解設備）
 試験装置の設計製作、設置工事、触媒

の製作

(2)ビーカー試験（硝酸根分解設備）
 硝酸根分解試験の実施

(3)安全対策
 津波対策の検討

処理第2課長（LWTF）

実施部署

担当理事

核燃料サイクル工学研究所長

東海再処理施設廃止措置推進会議

再処理廃止措置技術開発センター長

 プロジェクト管理
（計画・進捗管理、予算・契約管理）
 技術的事項の確認及び助言

廃止措置推進室

副理事長
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高放射性固体廃棄物貯蔵庫（HASWS）におけるプール水喪失時の線量評価について 

 

令 和 3 年 1 1 月 1 8 日 

再処理廃止措置技術開発センター 

 

 

 

  高放射性固体廃棄物貯蔵庫(HASWS)において、ハル等を貯蔵しているハル貯蔵庫のセル

構築物が維持された状態でプール水が喪失した際の線量は、セル構造物であるセル天井

部床外面位置において 0.50μSv/h、コンクリート壁外面位置（側部）において 0.032 

μSv/h、研究所敷地境界における実効線量は、2.8×10-3 mSv/y と評価している。 

なお、セル天井部床外面位置及びコンクリート壁外面位置（側部）の線量評価につい

ては、東海再処理施設等安全監視チーム第 5回会合（平成 28 年 9 月 30 日・別紙参照）

にて報告している。 

 

 

以上 
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小林 師
タイプライターテキスト
【資料４】



別紙 
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参考資料 

表 研究所敷地境界位置における実効線量 

通常状態（プール水有り） プール水無し 

敷地境界での実効線量 

（ハル貯蔵庫 2 基分）
8.9×10 mSv/y 2.8×10 mSv/y 

評価条件（共通） 

・線源強度：1.03×10  Bq （貯蔵庫 1基当たり）

（設計基準燃料の 0.1%がハルに移行すると仮定して求めたガンマ線源の強度。ただし設

計基準燃料の冷却日数（180 日）を受け入れたハルの条件に合わせて 10 年とした。）

・線源スペクトル：SGN5 群（使用済燃料のガンマ線スペクトルに同じ。）

・ハル及びハル缶の構造材は保守的に無視した。

・HASWS から評価点（西側の核燃料サイクル工学研究所敷地境界）までの距離： 約 520 m

-5 -3

15 

地下部
4.0 m

地上部
7.2 m

プール水深さ
8.163 m (※)

ハル貯蔵庫内部幅
7.0 m × 7.0 m

※ プール水容積 400 m3 （事業指定申請書記載値）より算出。

ハル貯蔵庫天井
コンクリート厚さ
82 cm

ハル貯蔵庫壁
コンクリート厚さ
海側（東）：82 cm
陸側（北・西・南）：105 cm

プール水
地上部
4.163 m

ハル貯蔵庫内部幅
7.0 m × 7.0 m

評価点
（敷地境界）

線源領域
QADで扱う
線源領域

ハル貯蔵庫内部幅
7.0 m × 7.0 m

壁コンクリート
　　105 cm

プール水
深さ

8.163 m

天井コンクリート
　82 cm厚

［高放射性固体廃棄物貯蔵庫（HASWS）］

［遮蔽解析の基本モデル（ハル貯蔵庫1基分）］

ガンマ線の経路毎に
に分割して解析

・地下にある線源からのガンマ線は地面によって遮蔽されるため
地上部の線源のみモデル化。

・天井を通って上空で散乱するガンマ線はスカイシャイン線評価で
扱うため、天井部はモデル化しない。

・ガンマ線源はプール水領域（線源領域）に均等に分散。
・線源領域の自己遮蔽の扱い：

- 通常状態のモデルでは水のみ考慮（密度の高いハル、ハル
缶の材料を無視することで保守的となる。）

- プール水無しのモデルでは水を空気で置換（通常状態と同様
にハル、ハル缶の材料は無視する。またハル缶内部水も無
視した。）

・評価点は人が居住する可能性のある西側の核燃料サイクル工
学研究所敷地境界。（再処理施設主排気筒位置から約370 m離
れた位置で事業指定に同じ。HASWSからは約520 mの距離。）

・使用した解析コード：QAD-CGGP2R *

評価点
（敷地境界）

・スカイシャイン線評価に用いるG33コードは広い空間領域での散
乱線を評価できるものの、点線源しか扱えない。そこで、線源の
三次元的広がりの効果をQADにより評価してG33に入力するた
めの等価な点線源を算定。

・天井及び壁のコンクリートをモデル化。
・等価な点線源は保守的にプール水位上端の中央に配置。
・QADで等価な点線源を算定する際の線源領域の自己遮蔽の扱

いは直接線評価モデルと同じ。
G33では点線源の周りは空気。

・評価点は直接線評価モデルと同じ。
・使用した解析コード：QAD-CGGP2R＋G33-GP2 *

(*) Y. Sakamoto and S. Tanaka, "QAD-CGGP2 and G33-GP2 :
Revised Versions of QAD-CGGP and G33-GP", JAERI-M-90
-110

［スカイシャイン線評価モデル］

散乱

［直接線評価モデル］

直接線とスカイシャイン線の解析結果を合算して年間被ばく線量（実効線量）を評価

壁コンクリート
海側（東）：82 cm厚
陸側（北・西・南）：105 cm厚

QADにより
評価した等価な
点線源

散乱

（解析モデルはハル保管庫1基分の評価であるため、解析結果を2倍する。）

・使用した計算コード：点減衰核積分コード[QAD-CGGP2R]＊

・使用した計算コード：QAD-CGGP2R＋点減衰散乱コード［G33-GP2］＊

ハル貯蔵庫壁 
コンクリート厚さ 
105 cm 

105 cm 
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～1日 ～8日 ～15日 ～22日 ～29日 ～5日 ～12日 ～19日 ～26日 ～3日 ～10日 ～17日 ～24日 ～28日

津波による
損傷の防止

事故対処

内部火災

溢水

その他
　/工事進捗

設備更新・補修等の考え方について

▽:面談 ◇:監視チーム会合

当面の工程の見直しについて

11月 12月

ガラス固化処理の進捗状況

○TVF保管能力増強に係る
　一部補正
〇その他の設工認・報告事項

その他

廃止措置の状況

工程洗浄

LWTFの計画変更
セメント固化設備及び
硝酸根分解設備の設置

〇LWTF運転に向けたスケジュール

○実証規模プラント試験の試験計
画について
〇LWTFに係る安全対策の基本方針
について

東海再処理施設の安全対策に係る面談スケジュール(案)

令和3年11月18日
再処理廃止措置技術開発センター

○HAW及びTVF溢水対策工事

安
全
対
策

保安規定変更

廃止措置計画変更認可申請に係る事項

○安全対策工事の進捗

○TVF浸水防止扉の耐震補強

○事故対処設備の保管場所
　の整備
○PCDF斜面補強

〇代替措置の有効性
○HAW及びTVF内部火災対策
　工事

10月
面談項目

(下線:次回変更審査案件)

▼30

進捗状況は適宜報告

▼30

▼30

▼30 ◆4

◆4

◆4

◆4

必要に応じて適宜説明

▼13

▼13

▼4

▼4

▽18 ▽25

▼4 ▽18

▽18

▽8

▽18

▼13 ▼4

▽25

▼4

▼9

▼9 ▽18

▽25
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